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③-2-3 地球物理学的調査(地下構造：比抵抗構造-まとめ-)(1/5) 一部修正(R5/1/20審査会合)

【目的】
○後藤・三ケ田(2008)によれば，比抵抗は岩石中の伝導性物質の量に依存し，間隙水，マグマ及び湿潤状態の粘土鉱物は高い導電性

(低比抵抗)を示すとされている。
○このことから，比抵抗構造においては，倶多楽・登別火山群直下の上部地殻内(約20km以浅)における低比抵抗領域の有無を確認する。

○倶多楽・登別火山群直下の浅部(4km以浅)には熱水，高温及び熱水変質帯によると考えられる低比抵抗領域が部分的に認められる
が，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりを示唆する低比抵抗領域は認められない。

【検討結果(次頁～P415)】
○Goto and Johmori(2015)に基づくと，倶多楽・登別火山群直下の浅部には，熱水変質帯によると考えられる低比抵抗領域が認められる。
○Hashimoto et al.(2019)に基づくと，登別温泉及び倶多楽湖(クッタラカルデラ)の北東部から南側の浅部には，熱水，高温及び熱水

変質帯によると考えられる低比抵抗領域が認められ，倶多楽湖直下には低比抵抗領域は認められない。
○なお，倶多楽湖直下に認められる数十Ωmの領域については，メルト分率が低く冷えたマッシュ状マグマの存在を否定するものではないと

されており，このことは，深度4km以深に広がるマグマ溜まり※の縁辺部を捉えている可能性を示唆していると考えられるが，以下のこと
からマッシュ状マグマである可能性は小さいものと判断される。
・当社が作成した地震波速度構造断面においては，深度4km程度までの表層付近は信頼度が高くない範囲に含まれる若しくは隣接して
いる。

・通常の地震が深度10kmから地表付近まで分布していることから，この深度では脆性的な破壊が生じていると考えられる。
・下部地殻に中心部が位置する低Vpかつ高Vp/Vs領域が認められるものの，当該領域が倶多楽・登別火山群直下まで連続する状況は
認められない。

※東宮(2016)の“magma reservoir”に対応する領域(本編資料P110参照)。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-3 地球物理学的調査(地下構造：比抵抗構造)(2/5)

【Goto and Johmori(2015)】
○倶多楽・登別火山群において，CSAMT法による電磁気

探査を実施しているGoto and Johmori(2015)をレ
ビューした。

・Goto and Johmori(2015)によれば，倶多楽湖直下の
柱状の低比抵抗領域(右図Bの「zone C」)，登別地熱
域直下の柱状の低比抵抗領域(右図Bの「zone D」)及
びクッタラ火山東部の地下に広がる低比抵抗領域(右
図Bの「zone E」)が認められるとされている。

・「zone C」は，クッタラカルデラ直下に位置していること
から，カルデラ崩壊時に沈降した溶岩塊や火砕物が熱
水変質を受けた領域と解釈しているとされている。

・「zone D」は，地熱域の直下に位置することから，高温
流体の湧出によって生じた熱水変質帯であると解釈して
いるとされている。

・「zone E」は，当該領域における掘削データがないため，
適切な解釈を行うことはできないが，熱水変質を受けた
可能性が考えられるとされている。

MT観測点位置図
(Goto and Johmori(2015)に加筆)

倶多楽湖

登別地熱域

クッタラ火山直下の比抵抗構造(図A：注釈なし，図B：注釈あり)
(Goto and Johmori(2015)に加筆)

倶多楽湖

クッタラカルデラ
登別地熱域

○Goto and Johmori(2015)に基づくと，倶多楽・登別火
山群直下の浅部には，熱水変質帯によると考えられる低
比抵抗領域が認められる。

再掲(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-3 地球物理学的調査(地下構造：比抵抗構造)(3/5)

【Hashimoto et al.(2019)】
○倶多楽・登別火山群において，MT法による電磁気探査を実施しているHashimoto et al.(2019)をレビューした。
・Hashimoto et al.(2019)によれば，倶多楽湖を横切る東西断面の浅部において，Goto and Johmori(2015)と同様な結果が得られた
とされている。

・登別温泉直下の深度1km以浅において，低比抵抗領域(1～10Ωm，次頁右図「C1」)が認められる。
・既往調査において堆積物中に熱水変質鉱物が多く含まれること及び温泉水中の酸素と水素の同位体比が深部起源を示唆することが
報告されていることを踏まえると，低比抵抗領域C1は，深部から上昇する熱水，熱水または火山ガスによる高温並びに熱水変質鉱物に
よる複合作用により低比抵抗を示すと考えられるとされている。

・クッタラカルデラの北東部から南側の浅部において，パッチ状の低比抵抗領域(1～10Ωm，次頁右図「C2」及び次頁左下図)が認めら
れる。

・深部の掘削データはないものの，低比抵抗領域C2が地下水によるものとすると，大気由来または倶多楽湖の湖水由来の水はそこまで
比抵抗が低くないことから，火山性流体が注入されたために低比抵抗を示す水が存在すると考えられるとされている。

・倶多楽湖直下の深度4km以浅(次頁右図「M」)において，1Ωmオーダーの比抵抗値を示しマグマ溜まりを示唆するような低比抵抗領域
は認められないとされている。

・しかし，領域Mの数十Ωmという比抵抗値を考慮すると，メルト分率が低く冷えたマッシュ状マグマ或いは気液が混合した熱水貯留層の存
在を否定するものではないとされている。

○Hashimoto et al.(2019)に基づくと，登別温泉及び倶多楽湖(クッタラカルデラ)の北東部から南側の浅部には，熱水，高温及び熱水変
質帯によると考えられる低比抵抗領域が認められ，倶多楽湖直下には低比抵抗領域は認められない。

○なお，倶多楽湖直下に認められる数十Ωmの領域については，メルト分率が低く冷えたマッシュ状マグマの存在を否定するものではないと
されており，このことは，深度4km以深に広がるマグマ溜まり※の縁辺部を捉えている可能性を示唆していると考えられるが，以下のことか
らマッシュ状マグマである可能性は小さいものと判断される。
・当社が作成した地震波速度構造断面においては，深度4km程度までの表層付近は信頼度が高くない範囲に含まれる若しくは隣接して
いる(P415図中①)。

・通常の地震が深度10kmから地表付近まで分布していることから(P415図中②)，この深度では脆性的な破壊が生じていると考えられる
(P415図中②)。

・下部地殻に中心部が位置する低Vpかつ高Vp/Vs領域が認められるものの，当該領域が倶多楽・登別火山群直下の浅所まで連続する
状況は認められない(P415図中③)。

※東宮(2016)の“magma reservoir”に対応する領域(本編資料P110参照)。

一部修正(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-3 地球物理学的調査(地下構造：比抵抗構造)(4/5)

クッタラ火山の比抵抗構造(水平断面)
(Hashimoto et al.(2019)に加筆)

：MT観測点LK：倶多楽湖
N：登別温泉
C：カルルス温泉

白破線：右図東西断面位置

登別温泉 倶多楽湖

上段：クッタラ火山の比抵抗構造(東西断面，断面位置は左図参照)
下段：上段図中の白枠に対応するGoto and Johmori(2015)による比抵抗構造(P411参照)

(Hashimoto et al.(2019)に加筆)

標高250m

標高-525m

一部修正(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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余白
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倶多楽・登別火山群
ホロホロ・
徳舜瞥

倶多楽湖

有珠山 倶多楽・登別火山群

倶多楽湖

E S NW 南北断面東西断面

地震波速度構造
(鉛直断面，断面位置図はP409参照)

③-2-3 地球物理学的調査(地下構造：比抵抗構造)(5/5)

【①】 チェッカーボードテストの復元
率が20%以下であり信頼度
が高くない範囲

【①】 【①】

【②】 通常の地震が深度10kmから
地表付近まで分布している

【②】

最上部マントル

下部地殻

最上部マントル

下部地殻

上部地殻上部地殻

上部地殻
上部地殻

最上部マントル

下部地殻

最上部マントル

下部地殻

鉛直断面に記載している火山は，断面位置を中心に±5km内の火山を投影した。なお，水平方向の分解能は約20km。鉛直方向の分解能は深さ
ごとに異なるが，深さ0km～10kmでは分解能約5km，深さ10km～40kmでは分解能約10kmである。
上部地殻と下部地殻の境界(コンラッド面)はZhao et al.(1992)，下部地殻と最上部マントルの境界(モホ面)はMatsubara et al.(2017)をト
レースした。また，断面から±5kmの範囲の地震をプロットした。

【①】 【①】

【②】

【①】

一部修正(R5/1/20審査会合)

dVp
percent

dVp
percent

△
黒点
赤点

半透明黒色部

第四紀火山
震源(MJMA≧0)
低周波地震の震源
(期間：2000/10/1-2020/12/31)
チェッカーボードテストの
復元率が20%以下の範囲

凡 例

【③】 下部地殻に中心部が位置す
る低Vpかつ高Vp/Vs領域が
認められるものの，当該領域
が倶多楽・登別火山群直下
の浅所まで連続する状況は
認められない

【③】

【③】

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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【目的】
○下鶴ほか編(2008)によれば，重力異常から地下密度構造を求めることができ，周辺の地殻に比べて火山の下に何らかの質量欠損が

あるか，過剰があるかは火山の地下構造を論ずるうえで重要であるとされている。
○このことから，重力異常を踏まえた支笏カルデラ周辺の地下構造に関して考察している文献について確認する。

③-2-4 地球物理学的調査(地下構造：重力異常-まとめ-)(1/4)

【検討結果(次頁～P419)】
○森泉(1998)に基づくと，倶多楽・登別火山群周辺には，アヨロステージ以前の火口位置を示唆する可能性も考えられる低重力異常域

が認められる。
○畠山ほか(2005)に基づくと，倶多楽・登別火山群周辺においては，現在のクッタラカルデラより大きい低重力異常型カルデラが存在し

ていたことを示唆する可能性も考えられる低重力異常域が認められる。
○重力異常を踏まえたマグマ溜まりに関する考察はされていない。

○重力異常を踏まえたマグマ溜まりに関して考察されている文献は認められない。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
一部修正(R5/10/6審査会合)
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③-2-4 地球物理学的調査(地下構造：重力異常)(2/4)

【森泉(1998)】
○倶多楽・登別火山群周辺における地形と重力測定の結果から火口位置の推定を行っている森泉(1998)をレビューした。
・森泉(1998)によれば，アヨロステージ※のKt-6，4，3テフラの噴火では噴出体積が10km3(D.R.E.)を超えることから，クッタラステージ※

のKt-1と同様にカルデラが形成された可能性があるとされている。
・クッタラカルデラを給源とするKt-1火砕流の分布地域に比べるとアヨロステージの火砕流がクッタラカルデラの東側に偏って分布するこ
とから，下図の1～3の低重力異常地域はアヨロステージの火口である可能性があるとされている。

○森泉(1998)に基づくと，倶多楽・登別火山群周辺には，アヨロ
ステージ以前の火口位置を示唆する可能性も考えられる低重
力異常域が認められる。

○重力異常を踏まえたマグマ溜まりに関する考察はされていない。

クッタラ火山群周辺の重力異常及び推定火口位置(森泉(1998)に加筆)

クッタラ
カルデラ

※各活動ステージについてはP404参照。

一部修正(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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【畠山ほか(2005)】
○地形，重力異常等から現在のクッタラカルデラを取り巻く先クッタラカルデラを提唱している畠山ほか(2005)をレビューした。
・畠山ほか(2005)によれば，衛星画像でこの地域を見てみると，倶多楽カルデラの北方から西方にかけて環状構造(下図矢印)が確認
できるとされている。

・新エネルギー・産業技術総合開発機構(1990)による等重力線図(次頁参照)では，環状構造の内側(成層火山により埋積されていな
い部分)に複数の低重力異常域が見られ，これらの低重力異常域の存在から，この環状構造はカルデラに伴うものであると考えられる
とされている。

・森泉(1998)(前頁参照)は，これらの低重力異常域それぞれが火口であると推定したが，これらの低重力異常域はひとつひとつの火
口を示しているのではなく，大きな低重力異常型カルデラを示すものであると想定できるとされている。

・環状構造の存在を考えると，現在のクッタラカルデラよりも大きいカルデラが成層火山により埋められ，カルデラ壁と成層火山体との間
に低重力異常域が残っていると考えたほうが合理的であるとされている。

・クッタラ火山の噴出量は100km3を優に超えたと考えられ，洞爺カルデラ(径11×12km，噴出量118km3)，支笏カルデラ(径
14×18km，噴出量120km3)に匹敵する噴出量であるが，クッタラカルデラは径3kmであり，その量を噴出したと考えるのは難しいとさ
れている。

・今回発見した環状構造が成層火山の形成以前にできた古いカルデラであると考えれば，噴出量とカルデラのサイズは合理的に説明で
きるとされている。

③-2-4 地球物理学的調査(地下構造：重力異常)(3/4)

○畠山ほか(2005)に基づくと，倶多楽・登別火山群周辺におい
ては，現在のクッタラカルデラより大きい低重力異常型カルデラ
が存在していたことを示唆する可能性も考えられる低重力異常
域が認められる。

○重力異常を踏まえたマグマ溜まりに関する考察はされていない。

先クッタラカルデラ周辺の3D地図画像(畠山ほか(2005)に加筆)

：成層火山体を取り巻く環状構造
：登別温泉

凡 例

クッタラ
カルデラ

太平洋

再掲(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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倶多楽・登別火山群周辺の等重力線図
(新エネルギー・産業技術総合開発機構(1990)に加筆)

クッタラ
カルデラ

高

高

低

低

低

登別温泉

高・低：新エネルギー・産業技術総合開発機構(1990)における主な高重
力域又は主な低重力域を示す

③-2-4 地球物理学的調査(地下構造：重力異常)(4/4)

：前頁図中で環状構造(矢印)が示される位置付近を示す

再掲(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-5 地球物理学的調査(火山性地震及び地殻変動：まとめ)

○倶多楽・登別火山群直下の上部地殻内(約20km以浅)には，現状，大規模なマグマの移動・上昇，集積等の活動を示す兆候は認められな
いと判断される。

【各項目における検討結果】
(火山性地震(低周波地震))(次頁～P427参照)

○倶多楽・登別火山群周辺の火山性地震のうち，低周波地震活動は，ほとんど認められない。

(地殻変動)(P428～P436参照)
○倶多楽・登別火山群周辺の地殻変動は，白老町の局所的な変動，プレート間固着効果等に伴う定常的な変動，周辺の地震及び

2000年有珠山噴火による余効変動等が認められる。
○また，倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)において，2016年以降に確認される隆起及び当該領域を含む基線の伸びは認められるが，

熱水の上昇・貯留に伴うものと推定される。
○これらの変動以外に継続的かつ顕著な変位の累積は認められない。

【目的】
○マグマの移動・上昇，集積等の活動の有無を把握するため，火山性地震及び地殻変動の観点から検討を実施する。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
一部修正(R5/10/6審査会合)



421421

【目的】
○下鶴ほか編(2008)によれば，火山性地震のうち低周波地震は，マグマや熱水などの流体が関与して発生していると考えられているものが多いとさ

れている。
○このことから，倶多楽・登別火山群周辺の低周波地震の時空間分布を確認した上で，上部地殻における低周波地震群の有無を確認する。

○倶多楽・登別火山群周辺の火山性地震のうち，低周波地震活動は，ほとんど認められない。

③-2-6 地球物理学的調査(火山性地震-まとめ-)(1/6)

【検討結果】
○確認に当たっては，公的機関の観測結果を取りまとめた気象庁編(2013)「日本活火山総覧(第4版)」，「第151回火山噴火予知連絡会資料」気象

庁(2022)並びに気象庁地震月報(カタログ編)(2001年10月～2020年3月)，気象庁一元化処理検測値データ(2020年4月～2021年9月)等
を用いた。

○確認結果は以下の通り(下線部は低周波地震に関する事項)。
(気象庁，2013)(次頁～P423参照)

○地震活動は，日和山の西側の浅部に認められ，規模・位置の時空間分布に変化の兆候は認められない。
○低周波地震活動は，ほとんど認められない。

(気象庁，2022)(P424参照)
○地震活動は，日和山の西側において2020年及び2021年に一時的に増加傾向が認められるが，それ以外の期間では火山性地震は少なく，地震

活動は低調に経過している。
○低周波地震活動は，ほとんど認められない。

(気象庁地震月報(カタログ編)及び気象庁一元化処理検測値データ)(P426～P427参照)
○倶多楽・登別火山群周辺においては，日和山の西側に普通地震の震央が集中している。
○マグニチュード0以上の地震は，日和山の西側において2020年及び2021年に一時的に増加傾向が認められるが，低周波地震については，発生

数は少なく増加傾向も認められない。

一部修正(R3/10/14審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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日和山

倶多楽・登別火山群周辺の地震計位置図
(気象庁編(2013)「日本活火山総覧(第4版)」に基づき作成)

倶多楽湖

：気象庁
：防災科学技術研究所
：北海道大学

③-2-6 地球物理学的調査(火山性地震)(2/6)

【気象庁編(2013)】
○倶多楽・登別火山群周辺には，公的機関の地震計が設置されている。
○気象庁編(2013)「日本活火山総覧(第4版)」に地震活動及び深部低周波地震活動の時空間分布が取りまとめられている。

再掲(R5/1/20審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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倶多楽・登別火山群周辺の地震活動
(1997年10月～2012年6月30日， 「日本活火山総覧(第4版)」に加筆)

③-2-6 地球物理学的調査(火山性地震)(3/6)

【気象庁編(2013)】
○倶多楽・登別火山群周辺の地震活動(1997年10月～2012年6月)を下図に示す。

： 地震活動
： 深部低周波地震活動

(凡 例)

一部修正(R5/1/20審査会合)

○倶多楽・登別火山群周辺においては，日和山の西側に震央の分布が認められる。
○地震活動は，日和山の西側の浅部に認められ，規模・位置の時空間分布に変化の兆候は認められない。
○低周波地震活動は，ほとんど認められない。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-6 地球物理学的調査(火山性地震)(4/6)

日和山

倶多楽 一元化震源による周辺の地震及び深部低周波地震活動
(気象庁(2022)に加筆)

【気象庁(2022)】
○「第151回火山噴火予知連絡会資料」(気象庁，

2022)では，倶多楽・登別火山群周辺の地震活動
(1997年10月～2022年10月)について，右図の通り
示されている。

低周波地震活動は，
ほとんど認められない

日和山の西側において2020年及び2021年に
一時的に増加傾向が認められる

一部修正(R5/7/7審査会合)

○倶多楽・登別火山群周辺においては，日和山の西側に
震央の分布が認められる。

○地震活動は，日和山の西側において2020年及び
2021年に一時的に増加傾向が認められるが，それ以
外の期間では火山性地震は少なく，地震活動は低調に
経過している。

○低周波地震活動は，ほとんど認められない。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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余白
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【気象庁地震月報(カタログ編)，気象庁一元化処理検測値データ等】
○過去約20年間における倶多楽・登別火山群周辺の深さ40km以浅の地震活動の震央分布を示す。震央のデータは気象庁地震月報(カ

タログ編)(2001年10月～2022年3月)，気象庁一元化処理検測値データ(2022年4月～2023年3月)等を使用した。

③-2-6 地球物理学的調査(火山性地震)(5/6) 一部修正(R5/1/20審査会合)

倶多楽・登別火山群周辺の震央分布図
(2001年10月1日～2023年3月31日の記録(深さ40km以浅))

2001/10/1～2022/3/31：
気象庁地震月報(カタログ編)

2022/4/1～2023/3/31：
気象庁一元化処理検測値データ

凡 例
●：震央
●：低周波地震震央

日和山
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地震発生回数の年別時間変化(2001年～2023年※，深さ40km以浅)
※2001年は10月1日～12月31日，2023年は1月1日～3月31日のデータを掲載。

次頁参照

○倶多楽・登別火山群周辺においては，日和山の西側に普通地震の震央が集中している。
○マグニチュード0以上の地震は，日和山の西側において2020年及び2021年に一時的に増加傾向が認められるが，低周波地震について

は，発生数は少なく増加傾向も認められない(次頁参照)。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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倶多楽 一元化震源による周辺の地震及び深部低周波地震活動
(気象庁HPに加筆)

倶多楽 一元化震源による周辺の地震及び深部低周波地震活動
(気象庁(2020)に加筆)

【気象庁，2020; 気象庁HP】
○「第147回火山噴火予知連絡会資料」(気象庁，2020)及び「火山活動解説資料(令和3年年報)」(気象庁HP)では，倶多楽・登別火

山群について，地震の発生状況を示している。

③-2-6 地球物理学的調査(火山性地震)(6/6) 一部修正(R5/1/20審査会合)

○日和山の西側を震源とする地震活動は，2020年10月10日及び11月17から21日にかけて並びに2021年5月1日に一時的に地震が
増加したとされているが，それ以外の期間では火山性地震は少なく，地震活動は低調に経過している。

○上記の一時的な地震の増加に伴う低周波地震の増加は認められない。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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【目的】
○青木(2016)によれば，マグマ溜まりにマグマが注入されると，マグマ溜まりが増圧し山体は膨張するとされている。
○このことから，電子基準点等のデータを整理した上で，継続的かつ顕著な変位の累積等の地殻変動の有無を確認する。

③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動-まとめ-)(1/9)

【検討結果】
(地殻変動(上下変動及び基線長変化))(P430～P431参照)

○全ての基線において，2011年東北地方太平洋沖地震の余効変動に伴う基線の伸びが，一部基線において，プレート間固着効果等
による定常的な沈降及び2000年有珠山噴火の余効変動に伴う基線の縮みが認められる。

○倶多楽・登別火山群付近の上下変動は，上記の余効変動等に由来する小樽1地点との相対的な差異を捉えているものと考えられ，こ
れ以外に継続的かつ顕著な比高変化は認められない。

○倶多楽・登別火山群付近の基線長変化は，一部基線において，2000年有珠山噴火の余効変動に伴う基線の縮みが，一部基線にお
いて，2003年十勝沖地震及び2011年東北地方太平洋沖地震に伴う余効変動に伴う基線の伸びが認められる。

○また，一部基線において，2020年頃から現在にかけて基線の伸びが認められるが，これは，倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)の
隆起に伴うものと考えられる。

○これらの基線長変化以外に，継続的かつ顕著な膨張又は収縮傾向は認められない。

(地殻変動(干渉SAR時系列解析))(P432～P435参照)
○倶多楽・登別火山群周辺においては，2016年から2021年にかけて，倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)で衛星に近づく変動(隆

起傾向)が認められる。
○電子基準点に基づく基線長変化においても，倶多楽を取り囲む基線で2020年頃からわずかな伸びの傾向が認められることから，当

該領域の地下に何らかの膨張源が存在している可能性が考えられる。
○このため，膨張源の成因について，地下構造(地震波速度構造及び比抵抗構造)の観点から検討を行った。

・洞爺カルデラにおける当社電磁気探査結果に基づくと，当該領域の地下10km程度に低比抵抗領域が認められる。
・地震波トモグラフィ解析結果からは，当該領域の地下10～20km付近に低Vpかつ低Vp/Vs領域が認められ，水の存在が示唆される。

○以上から倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)に認められる隆起及び基線の伸びは，熱水の上昇・貯留に伴うものと推定される。

一部修正(R3/10/14審査会合)

(次頁へ続く)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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○倶多楽・登別火山群周辺の地殻変動は，白老町の局所的な変動，プレート間固着効果等に伴う定常的な変動，周辺の地震及び2000
年有珠山噴火による余効変動等が認められる。

○また，倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)において，2016年以降に確認される隆起及び当該領域を含む基線の伸びは認められるが，
熱水の上昇・貯留に伴うものと推定される。

○これらの変動以外に継続的かつ顕著な変位の累積は認められない。

③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動-まとめ-)(2/9) 一部修正(R3/10/14審査会合)

(地殻変動(水準測量))(P436参照)
○国土地理院一等水準点検測成果集録においては，白老町に局所的な変動が認められるものの，倶多楽・登別火山群規模の顕著な

隆起又は沈降は認められない。

(前頁からの続き)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(3/9) 

【上下変動】
○倶多楽・登別火山群付近の4基準点(登別，白老，大滝及び伊達)について，各電子基準点設置以降から2023年3月までの上下変動

を示す。
○固定局は，倶多楽・登別火山群と同様に東北日本弧延長部に位置し，第四紀火山から離隔があること等を踏まえ，小樽1地点とした。
○季節変化に伴う影響(気象条件に関するノイズ，電子基準点周辺の樹木の生長等)を除去するために，各基準点の上下変動について1年

間の移動平均グラフを作成した。

2000年3月有珠山噴火

伐木

2003年9月十勝沖地震
2011年3月東北地方太平洋沖地震
2014年7月胆振地方中東部の地震
2018年9月北海道胆振東部地震

(m)

(m)

(m)
小樽1ー登別間の比高変化(対象期間：1999年2月～2023年3月)

小樽1ー大滝間の比高変化(対象期間：1997年3月～2023年3月)

小樽1ー白老間の比高変化(対象期間：1997年3月～2023年3月)

小樽1ー伊達間の比高変化(対象期間：1998年3月～2023年3月)

(m)

○全ての基線において，2011年東北地方太平洋沖地震の余効変動(6.2章参照)に伴う隆起が認められる。
○また，一部基線において，プレート間固着効果等による定常的な沈降及び2000年有珠山噴火の余効変動(6.2章参照)に伴う沈降が認

められる。
○倶多楽・登別火山群付近の上下変動は，上記の余効変動等に由来する小樽1地点との相対的な差異を捉えているものと考えられ，これ

以外に継続的かつ顕著な比高変化は認められない。

倶多楽・登別火山群付近
電子基準点位置図

伊達
登別

白老
大滝

小樽1
(固定局)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
一部修正(R5/10/6審査会合)



431431

③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(4/9) 

【基線長変化】
○倶多楽・登別火山群付近の4基準点(登別，白老，大滝，及び伊達)を結んだ4基線について，各電子基準点設置以降から2023年3月までの基線長変化を

示す。
○噴火，地震，伐木イベント等による不連続を除去するため，左下黒枠内に示すイベントについて，イベント前後7日間の平均値を基に不連続を除去する補正を

実施した。

補正対象イベント

2000年3月有珠山噴火 伐木

2003年9月十勝沖地震
2011年3月東北地方太平洋沖地震
2014年7月胆振地方中東部の地震
2018年9月北海道胆振東部地震

①大滝ー登別間の基線長変化(対象期間：1998年2月～2023年3月)

③白老ー登別間の基線長変化(対象期間：1998年2月～2023年3月) ④白老ー伊達間の基線長変化(対象期間：1997年3月～2023年3月)

②大滝ー白老間の基線長変化(対象期間：1996年3月～2023年3月)

(m)

(m)

(m)

(m)

2000年有珠山噴火
に伴う不連続(※)

※各イベントに対して，一律前後７日間の移動平均値を基に補正を行う当社手法では，一部地域において
1週間以上余効変動が続いた2000年有珠山噴火に伴う不連続が残っているものと考えられる。

○倶多楽・登別火山群付近の基線長変化は，一部基線において，2000年有珠山噴火の余効変動(6.2章参照)に伴う基線の縮みが認められる。
○同様に，一部基線において2003年十勝沖地震及び2011年東北地方太平洋沖地震に伴う余効変動(6.2章参照)に伴う基線の伸びが認められる。
○また，①大滝ー登別間及び②大滝ー白老間において，2020年頃から現在にかけて基線の伸びが認められるが，これは，後述する倶多楽湖の北西側(オロフレ

山周辺)の隆起(P433～P435参照)に伴うものと考えられる。
○これらの基線長の変化は認められるが，これ以外に継続的かつ顕著な膨張又は収縮傾向は認められない。

倶多楽・登別火山群付近
電子基準点位置図

倶多楽湖

伊達
登別

白老
①

②

③
④

大滝

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
一部修正(R5/10/6審査会合)
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③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(5/9) 一部修正(R5/1/20審査会合)

倶多楽・登別火山群周辺における2014-2022年間の
干渉SAR時系列解析結果(準上下成分の変位速度)(国土地理院(2023)に加筆)倶多楽・登別火山群周辺の干渉SAR時系列解析結果(気象庁(2022)に加筆)

地獄谷

右図範囲

【干渉SAR時系列解析】
○第151回火山噴火予知連絡会資料(倶多楽)(気象庁，2022)によると， 「2016年から2021年にかけて，倶多楽湖の北西側で衛星

に近づく変動が見られます※1」とされているが，火山活動との関連について言及はされていない。
○同文献のGEONET(電子基準点等)連続観測によれば，上記隆起域を含む「倶多楽を取り囲む基線で2020年頃からわずかな伸びの傾

向が見られます」とされている※2。

【干渉SAR時系列解析(最新版)】
○2014年8月から2022年12月を対象とした干渉SAR時系列解析(国土地理院，2023)※3によれば，倶多楽・登別火山群規模の顕著な

地殻変動は認められない。

※1 気象庁(2022)では，北行軌道では約3㎝，南行軌道からは約4㎝の衛星に近づく変化が確認できるが，電離圏
補正を行っていないため，ノイズが重畳している可能性があるとされている。

※2 当社作成の電子基準点に基づく基線長変化においては，継続的な膨張又は収縮は認められないものの，2020
年頃以降，わずかな伸びの傾向が一部の基線で認められる(前頁参照)。

※3 国土地理院では，宇宙航空研究開発機構(JAXA)が運用する衛星「だいち2号(ALOS-2)」のSARデータを使用
し，地表変動の監視を行っている。2023年3月に日本全域の干渉SAR時系列解析結果をHP上で公表した。ここ
で示す干渉SAR時系列解析結果は大規模な地震に伴う地殻・地盤変動及びプレート運動等に伴う広い範囲に生
じる地殻変動は除去されている。

倶多楽湖

オロフレ山

オロフレ山オロフレ山

倶多楽湖倶多楽湖

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(6/9) 

○第151回火山噴火予知連絡会資料(倶多楽)(気象庁，2022)において，倶多楽湖北西(オロフレ山周辺)の隆起及び当該領域を含む
基線の伸びが報告されていることを踏まえると，当該領域の地下に何らかの膨張源が存在している可能性が考えられる。

○倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)に認められる隆起及び基線の伸びについて，地下構造(地震波速度構造及び比抵抗構造)の観点
から検討を行った。

○後述する洞爺カルデラにおける当社電磁気探査結果に基づくと，当該領域の地下10km程度に低比抵抗領域(10Ωm以下の領域)が
認められる(P435参照)。

○地震波トモグラフィ解析結果からは，当該領域の同様な位置及び深度に低Vpかつ低Vp/Vs領域が認められ，水の存在が示唆される(次
頁参照)。

○倶多楽湖の北西側(オロフレ山周辺)に認められる隆起及び基線の伸びは，熱水の上昇・貯留に伴うものと推定される。

一部修正(R5/7/7審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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倶多楽・登別火山群
ホロホロ・
徳舜瞥

倶多楽湖

洞爺
カルデラ ホロホロ・

徳舜瞥

有珠山

支笏カルデラ

倶多楽・登別火山群

隆起域の
おおよその範囲

③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(7/9) 

活断層

推定活断層

今泉ほか編(2018)
をトレース

△
黒点
赤点

半透明黒色部

第四紀火山
震源(MJMA≧0)
低周波地震の震源
(期間：2000/10/1-2020/12/31)
チェッカーボードテストの
復元率が20%以下の範囲

凡 例

S N

最上部マントル

下部地殻

上部地殻

上部地殻

最上部マントル

下部地殻

隆起域の
おおよその範囲

地震波速度構造(南北方向の鉛直断面)
(解析の詳細はP408～P409参照)

倶多楽湖

一部修正(R5/7/7審査会合)

dVp
percent

低Vp
領域

高Vp/Vs
領域

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(8/9) 

洞爺中島

洞爺カルデラ

有珠山

比抵抗構造断面位置図

羊蹄山

オロフレ・来馬

ホロホロ・徳舜瞥

凡 例

：断面位置
：第四紀火山

虻田

隆起域の
おおよその範囲

当社電磁気探査に基づく洞爺湖～倶多楽周辺の比抵抗断面
(当社電磁気探査の詳細は本編資料P173～P175参照)

虻田 洞爺
中島

E

洞爺カルデラ

オロフレ・
来馬

W

深
度

20

10

0

30

40

50

(km)

-30

←W E→

-20 -10 0 10 20 30

(km)

ホロホロ・
徳舜瞥

東西比抵抗断面

低比抵抗領域

一部修正(R5/7/7審査会合)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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【水準測量】
○過去約100年間における倶多楽・登別火山群周辺の水準点の上下変動を示す。水準測量のデータは国土地理院一等水準点検測成果

集録を使用した。

③-2-7 地球物理学的調査(地殻変動)(9/9) 

水準路線(水準点番号：7216－7246)沿いの期間内変動量(固定点：7223)

水準路線

7216 7246

支笏カルデラ付近倶多楽・登別火山群付近 白老町に局所的な変動
が認められる

7223(固定点)

再掲(R5/1/20審査会合)

○当該検測成果集録においては，白老町に局所的な変動が認められるものの，倶多楽・登別火山群規模の顕著な隆起又は沈降は認めら
れない。

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
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(参考)倶多楽火山防災協議会(2022)

降灰，噴石及び火山泥流の想定影響範囲 噴石及び火砕サージの想定影響範囲

敷地方向

敷地方向

○倶多楽・登別火山群に関して避難計画を定めた倶多楽火山防災協議会(2022)によれば，最も大きな規模の噴火として，下図の通り，
火口から概ね半径500～1,000m以内に降灰，噴石，火山泥流及び火砕サージによる影響範囲を想定しており，巨大噴火規模の影響
は想定されていない。

最も大きな規模の噴火として想定された影響範囲(倶多楽火山防災協議会(2022)に加筆)

５．影響評価における将来の噴火の可能性に関する検討

５．３ 倶多楽・登別火山群
再掲(R5/10/6審査会合)
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火山地質図(大場(1960)に加筆)

地質層序表(大場(1960)に加筆)

最新期ニセコ火山群

新期ニセコ火山群

旧期ニセコ火山群

【大場(1960)】
○ニセコ・雷電火山群の地質分布について整理さ

れている大場(1960)をレビューした。
・大場(1960)によれば，ニセコ火山群の地質図
は右図の通りとされている。

・ニセコ火山群の活動は，その地形および噴出物
の岩石学的特性を見て，3期にわけることができ
るとされている(下表参照)。

一部修正(H25/11/13審査会合)

岩内岳

ニセコアンヌプリ

ワイスホルン

イワオヌプリ目国内岳

雷電山

シャクナゲ山

ニトヌプリ

約1km

チセヌプリ

ニセコ・雷電火山群の溶岩流を含む火山噴出物の分布範囲及び活動時期に関する文献(大場，1960)

６．１ 火山活動の規模と設計対応不可能な火山事象の評価

○大場(1960)に基づくと，ニセコ・雷電火山群の
火山噴出物は，敷地まで到達していない。

○現在の活動中心であるイワオヌプリの火山噴出物
の最大到達距離は約1kmである。
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各火山群を構成する火山体の活動時期

【日本地質学会編(2010)】
○ニセコ・雷電火山群の活動時期については，「古期火山群」，「中期火山群」及び「新期火山群」に分類されている。
○各火山群を構成する火山体の活動時期は下表のように示されている。

活動時期火山体火山群

2.03±0.28Ma-0.99±0.12Ma雷電火山

古期火山群
1.2±0.2Ma-0.62±0.06Ma目国内岳火山

0.64±0.13Ma-0.5±0.2Ma岩内岳火山

1.3±0.4Ma-0.9±0.3Maワイスホルン火山

0.68±0.04Ma-0.3±0.2Ma白樺岳火山

中期火山群 0.8±0.05Ma-0.30±0.03Maシャクナゲ岳火山

0.69±0.35Ma-0.25±0.13Maニセコアンヌプリ火山

0.3±0.2Ma-<0.2Maチセヌプリ火山

新期火山群 <0.2Maニトヌプリ火山

<0.2Maイワオヌプリ火山

一部修正(H25/11/13審査会合)ニセコ・雷電火山群の活動時期に関する文献(日本地質学会編，2010)

６．１ 火山活動の規模と設計対応不可能な火山事象の評価
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【Oka et al.(2023)】
○ワイスホルン・岩内岳・モイワ山・チセヌプリ・ニトヌプリ・イワオヌプリの各火山については，新たに年代測定を実施したとされている。
○年代測定の結果，岩石の年代はそれぞれ，雷電山・ワイスホルン・岩内岳が>0.5Ma，白樺山・シャクナゲ岳・ニセコアンヌプリが0.5～

0.1Ma，イワオヌプリ・チセヌプリ・ニトヌプリが<0.1Ma～<10kaとされている。
○活動年代を基に，雷電山・ワイスホルン・岩内岳をearly stage，チセヌプリ・ニトヌプリ・イワオヌプリをnewer volcanoesと呼称されている。

ニセコ・雷電火山群の活動時期に関する文献(Oka et al.，2023)

ニセコ・雷電火山群における火山活動の時間的・空間的変化
(Oka et al.(2023)に加筆)

Newer 
volcanoes

Early stage

ニセコ火山群における過去1Maの火山活動分布
(Oka et al.(2023)に加筆)

一部修正(R5/7/7審査会合)

： 試料採取地点

６．１ 火山活動の規模と設計対応不可能な火山事象の評価
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６．２ 巨大噴火の可能性評価

地下構造に関する文献(Nakajima et al.(2001)及び中道(2022))(1/4) 一部修正(R3/10/14審査会合)

【Nakajima et al.(2001)】
○地震波速度構造から東北日本におけるメルトの存在を推定している，Nakajima et al.(2001)をレビューした。

・Nakajima et al.(2001)によれば，東北日本では低速度帯が沈み込む太平洋スラブの下降方向とほぼ平行に分布し、背弧側のマ
ントルウェッジの深部から活火山直下の地殻まで連続的に広がっているとされている(P446左図)。

・この活火山直下の低速度領域において，Vp/Vs比は上部地殻では低く(平均1.66)，下部地殻(同1.79)と最上部マントル(同
1.85)では高くなっており，特に最上部マントルでは，火山フロントに沿って高Vp/Vs領域が連続的に分布しているとされている
(P446右図)。

・活火山直下の速度異常の原因について考察するため，岩石中の亀裂に存在する水又はメルトの割合に応じて，上部地殻，下部地
殻，最上部マントル各層の地震波速度がどのように変化するかを計算したとされている(P447参照)。

・その結果，上部地殻で観測された速度異常(低Vp，低Vsかつ低Vp/Vs)は数％の水の存在でしか説明できないため，上部地殻内
には少なくともトモグラフィの空間分解能を超える規模の部分溶融域は存在しないと推定されている。

・下部地殻及び最上部マントルで観測された速度異常(低Vp，低Vsかつ高Vp/Vs)は，数％のメルトの存在で説明できるとされている。
・この速度異常(低Vp，低Vsかつ高Vp/Vs)は，数％の水の存在でも説明できるように見えるが，数％の水を含む亀裂のアスペクト比
は非常に小さいとされ，この地域には数百年前に噴火したものも含め多くの第四紀火山があり，活火山直下のマントルウェッジにメ
ルトが分布していると推定している文献があることも踏まえると，下部地殻や最上部マントルの速度異常(低Vp，低Vsかつ高
Vp/Vs)はメルトによるものとする方が適当であるとされている。

・速度異常域の分布の特徴から，最上部マントルでは火山フロントに沿って連続的に部分溶融域が拡がっており，下部地殻では活火
山直下に部分溶融域が点在すると推定されている。

(次頁へ続く)
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○Nakajima et al.(2001)に基づくと，東北日本においては，活火山直下において，低速度領域が背弧下のマントルウェッジ内の広範囲に
分布している。

○Nakajima et al.(2001)に基づくと，活火山直下の上部地殻で観測される低Vp，低Vsかつ低Vp/Vs領域は水の存在でしか説明できない
とされていることから，同領域は水の存在を示唆するものと判断される。

○また，最上部マントルから下部地殻で観測される低Vp，低Vsかつ高Vp/Vs領域は，メルトによるものとする方が適当であるであるとされて
いることから，本検討(地震波速度構造の観点からの地下構造の確認)においては，同領域はメルトの存在を示唆するものとして取り扱う。

○これらの低Vp，低Vsかつ低Vp/Vs領域が水の存在を示唆し，低Vp，低Vsかつ高Vp/Vs領域がメルトの存在を示唆するものであるとする
ことは，中道(2022)の記載と調和的である。

○このため，地震波速度構造については，火山直下の上部地殻にマグマ溜まり及びその周囲に分布する部分溶融域中のメルトの存在を示
唆する顕著な低Vpかつ高Vp/Vs領域が存在するか否かを確認する。

一部修正(R3/10/14審査会合)

【中道(2022)】
○火山における地震波速度構造の解釈等について至近の知見を解説している中道(2022)をレビューした。

・中道(2022)によれば，火山直下の低Vp，低Vsかつ高Vp/Vs領域は，岩石が溶融した部分※の存在として火山学的に解釈される
ことが多いとされている(下表参照)。

・一方，低Vp，低Vsかつ低Vp/Vs領域については，水の存在や岩石内のクラック内へのガス充填がある領域として解釈されていると
されている(下表参照)。

(前頁からの続き)

Vp，Vs，Vp/Vs異常域の解釈(中道(2022)に加筆)

メルト

超臨界流体

解釈深度

※中道(2022)によれば，「岩石が溶融した部分」はメルト，「超臨界流体」は水又は二酸化炭素とされている。

６．２ 巨大噴火の可能性評価

地下構造に関する文献(Nakajima et al.(2001)及び中道(2022))(2/4)



446446

東北日本における地震波速度構造(鉛直断面)
(Nakajima et al.(2001) に加筆)

D
D’E

E’
F

F’

▲ 活火山
微小地震
深部低周波微小地震

凡 例

●

モホ面

コンラッド面

太平洋スラブ上面
太平洋スラブ下面

低速度帯が背弧側
のマントルウェッジの
深部から活火山直
下の地殻まで連続
的に広がっている

一部修正(R3/10/14審査会合)

東北日本における地震波速度構造(水平断面)(Nakajima et al.(2001) に加筆)

10km
(上部地殻)

25km
(下部地殻)

40km
(最上部マントル)

△
■

活火山
群発地震
深部低周波微小地震

凡 例

【火山フロントに
沿った下部地殻】

低Vp，低Vs，高
Vp/Vsは，メルトの
存在を示唆する

【火山フロントに
沿った上部地殻】

低Vp，低Vs，低
Vp/Vsは，水の存
在を示唆する

【火山フロントに沿った
最上部マントル】

低Vp，低Vs，高Vp/Vs
は，大量のメルトの存在
を示唆する

６．２ 巨大噴火の可能性評価

地下構造に関する文献(Nakajima et al.(2001)及び中道(2022))(3/4)
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岩石中の流体で満たされた亀裂による地震波速度の変化
(a)，(c)，(e)：Vp/Vs と Vp の関係

(b)，(d)，(f)：Vp と流体の体積分率の関係
(Nakajima et al.(2001)に加筆)

上部地殻

下部地殻

最上部マントル

水
メルト

【Nakajima et al.(2001)における活火山直下の速度異常の原因につい
ての考察手順※】

①上限地震波速度の設定
東北地方における地震波トモグラフィ解析結果に基づき，上部地殻，下
部地殻及び最上部マントルの速度分布を求め，各層の上限地震波速
度(岩石中に亀裂を含まない場合の速度，左図青○)を設定する。

②水又はメルトの存在による速度変化の計算
岩石中の亀裂に水又はメルトが存在することによる上記①上限地震波
速度からの速度変化(Vp及びVp/Vs)を亀裂のアスペクト比αごとに計
算する。
(左図中の実線は水，破線はメルトが存在した場合の速度変化を示す)
・水又はメルトの体積分率に応じてVpが低下する(左図(b)，(d)，(f))。
・Vpの低下に応じてVp/Vsが変化する(左図(a)，(c)，(e))。

③活火山直下の平均地震波速度との比較
・上部地殻では低Vpかつ低Vp/Vs(左図(a)の★)であり，水の存在で
しか説明できない(メルトであれば高Vp/Vsとなる)。

・下部地殻，最上部マントルでは，低Vpかつ高Vp/Vs (左図(c)及び
(e)の★)であり，メルトによるものとする方が適当である。

←★

←★

←★

α：岩石中の亀裂のアスペクト比
○：各層の上限地震波速度
★：活火山直下の低速度領域における平均地震波速度

※Nakajima et al.(2001)の記載を踏まえ当社で整理したもの。

一部修正(R5/1/20審査会合)

６．２ 巨大噴火の可能性評価

地下構造に関する文献(Nakajima et al.(2001)及び中道(2022))(4/4)
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【Kita et al.(2014)】
○Nakajima et al.(2001)は，東北日本における地下構造の特徴を示していることから，北海道における地下構造(地震波減衰構造)を示しているKita 

et al.(2014)をレビューした。
・Kita et al.(2014)によれば，高減衰域が北海道東部および南部の背弧下のマントルウェッジ内に明瞭に示されるとされている。
・マントルウェッジ内における高減衰域は，Zhao et al.(2012)で示された低速度領域と一致するとされている。
・マントルウェッジ内は，低速度領域かつ高減衰域であるとされている。

北海道における地震波減衰構造(水平断面)(Kita et al.(2014)に加筆)
※各深度断面から深度方向±5kmの範囲の地震をプロット

△ 活火山，第四紀火山
震源※

深部低周波地震震源※

太平洋プレート表面の等深線

凡 例

低減衰←← →→高減衰

Ｑｐ：地震波減衰係数

北海道における地震波減衰構造(鉛直断面)(Kita et al.(2014)に加筆)

活火山，第四紀火山
震源※

深部低周波地震震源※

凡 例

※各深度断面から深度方向±5kmの範囲の地震をプロット

地下構造に関する文献(Kita et al.，2014)(1/2) 一部修正(R3/10/14審査会合)

高減衰域が背弧下のマントル
ウェッジ内に明瞭に示される

断面位置図

北海道南部 北海道東部

低減衰←← →→高減衰

Ｑｐ：地震波減衰係数

○Kita et al.(2014)においては，北海道の背弧側に低速度かつ高減衰域を示すマントルウェッジが存在
するとされ，東北日本弧の延長部である北海道南部(本頁右図q，r断面付近)及び千島弧に属する北
海道東部(本頁右図d断面付近及び次頁左図)においては，何れも同様の傾向が認められる。

○これは中島(2017)に示される東北日本の流体移動経路の模式図(次頁右図)とも同様であることか
ら，北海道南部及び東部は東北日本と共通したマグマ供給システムを有すると判断される。

○このため，Nakajima et al.(2001)が，東北日本において水又はメルトの存在を示唆するとしている地
震波速度構造(P444～P447参照)の特徴が北海道南部及び東部においても同様であると判断される。

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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マントルウェッジ
(低速度領域かつ高減衰域)

北海道における流体移動経路の鉛直断面模式図(Kita et al.(2014)に加筆) 東北日本における流体移動経路の鉛直断面模式図(中島(2017)に加筆)

マントルウェッジ
(低速度領域かつ高減衰域)

再掲(R3/10/14審査会合)

６．２ 巨大噴火の可能性評価

地下構造に関する文献(Kita et al.，2014)(2/2)



450450

○Ueda et al.(2003)に基づくと，1993年北海道南西沖地震後の地殻変動は，北海道南西部の西進，奥尻島の沈下，渡島半島の隆起
によって特徴づけられるとされている。

○支笏カルデラ，倶多楽・登別火山群及び洞爺カルデラが位置する北海道南部(東北日本弧延長部)は，太平洋プレートの沈み込み，余効
変動等様々な効果を受けていると考えられる。

【Ueda et al.(2003)】
○1993年北海道南西沖地震の余効変動について整理されているUeda et al.(2003)をレビューした。

・Ueda et al.(2003)によれば，1993年北海道南西沖地震後の地殻変動は，北海道南西部の西進，奥尻島の沈下，渡島半島の隆起
によって特徴づけられるとされている(鉛直変位については，次頁図中の黒矢印参照)。

・一般に大地震後の地殻変動は，余効すべり(afterslip)と粘弾性緩和(viscoelastic relaxation)のどちらかが支配的と想定されるとされ
ている。

・北海道南西沖地震後の地殻変動は，単純な3層構造における地震時応力変化による粘弾性緩和で説明できることがわかったが，余効
すべりでは，非現実的な仮定を採用しないと変形を説明することができないとされている。

・この結果は，地震後の変形のメカニズムとして，明らかに粘弾性緩和が支配的であったことを示しているとされている。
・図中に見られるいくつかの差異(次頁図中の観測値(黒矢印)と計算値(白矢印)との差異)は，粘性の横方向の変化や太平洋プレート
の沈み込み等，他の効果に起因している可能性があるとされている。

地殻変動に関する文献(Ueda et al.，2003)(1/2) 一部修正(R5/1/20審査会合)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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電子基準点及び奥尻検潮所の鉛直変位速度(Ueda et al.(2003)に加筆)

忍路検潮所

小樽1

瀬棚

：観測値(1995年1月から2000年9月)
：粘弾性緩和モデルによる計算値

(固定局：忍路検潮所)

支笏カルデラ，倶多楽・登別火山群，洞爺カルデラ，
ニセコ・雷電火山群及び羊蹄山周辺拡大図

忍路検潮所

虻田

伊達

洞爺

大滝

小樽1

10ｍｍ/year

一部修正(R5/1/20審査会合)

支笏カルデラ

倶多楽・登別
火山群

洞爺カルデラ

羊蹄山

ニセコ・雷電
火山群

千歳

札幌

白老

京極

蘭越

共和

寿都

６．２ 巨大噴火の可能性評価

地殻変動に関する文献(Ueda et al.，2003)(2/2)
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地殻変動に関する文献(村上ほか，2001)(1/2)

○村上ほか(2001)に基づくと，洞爺カルデラの後カルデラ火山である有珠山西側を中心とした地域と，「虻田」，「伊達」及び「壮瞥」の基
準点を含む有珠山を取り囲む地域では，2000年噴火時に異なる地殻変動が観測されており，当該噴火に伴う，有珠山西側の局所的な
シル及びダイクの形成と，その供給源となる深さ約10kmのマグマ溜まりとの，少なくとも2段階のマグマプロセスを経ていることが推定され
ている。

○有珠山を取り囲む「虻田」，「伊達」及び「壮瞥」を含む基線については，深さ約10kmのマグマ溜まりの挙動から大きな影響を受けており，
噴火直前まではわずかに基線の伸びが生じていたが，噴火発生以降はマグマ溜まりの収縮に伴う沈降及び基線の縮みが生じているもの
と考えられる。

【村上ほか(2001)】
○有珠山を取り囲む基線のGPS連続観測結果及び写真測量，測距・測角観測，水準測量，人工衛星合成開口レーダー画像マッチングによ

る観測等に基づき，2000年有珠山噴火の地殻変動とマグマモデルを整理した村上ほか(2001)をレビューした。
・地震活動が増加した3/27ごろから，「虻田」，「伊達」及び「壮瞥」を含む基線にわずかな伸びが生じ，ほぼ垂直なダイクの貫入が生じた
と推定されている(Phase Ⅰ)。

・3/29から4/3にかけて，「虻田」，「伊達」及び「壮瞥」の基線がそれまでの伸びから縮みに反転し，有珠山西側を中心とした地域では
隆起が生じたとされている。これは，有珠山山頂直下の地下約2-3kmにおいて，水平のマグマの板(シル)が及び有珠山北麓地下にダ
イクが形成され，逆にマグマを放出したため深さ10kmのマグマ溜まりにおいてデフレーション(収縮)が発生したことで説明できるとされ
ている(Phase Ⅱ)。

・4/3から5月下旬にかけては，周囲では変動が減速したが，噴火が発生した有珠山西側では局所的に顕著な隆起が生じたとされてい
る。これは，有珠山西山西麓地下のドーム形成に，マグマが供給され，一方，地下10kmのマグマ溜まりでは，収縮がさらに進行したこと
が推定されるとされている(Phase Ⅲ)。

・5月下旬以降については，有珠山西側では隆起が継続したが，9月ごろには終息したとされている。一方，有珠山を中心とする収縮が
進行し，有珠山地下2-3kmシルの収縮が進んでいることが示唆されるとされている(Phase Ⅳ)。

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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2000年有珠山噴火に伴う地震・地殻変動・マグマモデルの
時系列表(村上ほか，2001)

2000年有珠山噴火のマグマ活動の模式図(村上ほか，2001)

地殻変動に関する文献(村上ほか，2001)(2/2)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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【Itoh et al.(2019)】
○2003年十勝沖地震(Mw8.0)の地震前，地震時及び地震後7.5年間の地殻変動を，陸上GNSSデータと2つの海底圧力計(OBP)を用い

て，粘弾性グリーン関数によるモデル化を行ったItoh et al.(2019)をレビューした。同文献によれば，地震前，地震時及び地震後の北海
道の地殻変動の特徴が以下のように要約されている。
・解析には，2000年有珠山噴火の影響を受けている観測点を用いていないとされている。また，1993年北海道南西沖地震の地殻変動
の影響を取り除いたとされている。

・2003年十勝沖地震以前は概ね内陸方向(北西方向)に移動する水平変位が観測されていたが，地震時に，海溝方向(南東方向)に
反転し，地震後も海溝方向の水平変位が継続しているとされている。

・鉛直変位については，2003年十勝沖地震前は沈降を示し，特に道東地域の太平洋沿岸でその傾向が大きかったとされ，地震時には
震源域(十勝・日高地域)において大きな沈降を示したとされている。地震後は，主に海岸沿いで隆起に転じたとされている。

・北海道のほとんどの観測点で2003年十勝沖地震に伴う余効変動が観測され，地震後7.5年目においてもプレート間固着が2003年以
前の状態には完全には回復していないとされている。

○Itoh et al.(2019)に基づくと，北海道のほぼ全域において2003年十勝沖地震に伴う余効変動が認められ，少なくともその影響が地震
後7.5年間続いているものと考えられる。

○支笏カルデラ及び倶多楽・登別火山群周辺に着目※すると，当該地震によって海溝方向(南東方向)に引き伸ばされる水平変位が生じ，
地震以降も少なくとも7.5年間は同様の傾向が続いているものと推定される。

○鉛直変位については，当該地震以前は沈降傾向を示していたものの，地震後は隆起傾向を示しているものと推定される。

※洞爺カルデラ周辺は，2000年有珠山噴火の影響を考慮して解析から除外されているため，傾向を判断することはできない。

地殻変動に関する文献(Itoh et al.，2019)(1/2)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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GNSS及びOBPによる2003年十勝沖地震前，地震時及び地震後の地殻変動
(a～c：水平変位，d～f：鉛直変位，黒矢印が観測値，赤矢印が計算値)(Itoh et al.(2019)に加筆)

支笏カルデラ周辺

倶多楽・登別火山群周辺

地殻変動に関する文献(Itoh et al.，2019)(2/2)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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【Suito(2018)】
○GNSS連続観測システム(GEONET)及び海底地殻変動観測(SGO)を用いて2011年東北地方太平洋沖地震以降の東日本地域の地殻

変動について整理しているSuito(2018)をレビューした。
・Suito(2018)によれば，2011年東北地方太平洋沖地震以前の1997～2000年については，東北地方全域で西方への水平変位，太
平洋沿岸での沈降，日本海側でのわずかな隆起が認められるとされている。

・地震後の6.5年間においては，東北地方から中部地方の広い範囲において，東方向の水平変位が生じ，東北地方の変形は地震発生
直後が最も大きく，その後，時間の経過とともに徐々に減衰しているとされている。

・地震後の鉛直変位については，内陸部と日本海沿岸部では10cm程度の累積沈下が，奥羽脊梁部ではかなり大きな沈下が，関東・中
部・北海道南部では10cm程度の累積隆起が観測されたとされている(P458参照)。

・地震後の地殻変動を解釈する際には，一般に余効すべり(afterslip)，粘弾性緩和(viscoelastic relaxation，P459参照)，間隙弾性反
発(poroelastic rebound)の3つのメカニズムを考慮する必要があるとされている。

・観測された地殻変動には，余効すべり効果やプレート間の固着効果等，様々な効果が含まれているとされている。
・プレート間の固着効果は，東北地方全域で西方への変位，太平洋岸での沈下及び日本海側でのわずかな隆起をもたらすとされている
(次頁参照)。

○Suito(2018)による2011年東北地方太平洋沖地震以前の1997～2000年の北海道を含む東日本全体の平均変位速度によれば，支
笏カルデラ，倶多楽・登別火山群及び洞爺カルデラが位置する北海道南部(東北日本弧延長部)は，全体的に西方向に向かう水平変
位が認められる。

○同地域における1997～2000年の鉛直変位については，洞爺カルデラ周辺は隆起傾向，支笏カルデラ及び倶多楽・登別火山群周辺の
太平洋側若しくは石狩低地側(東方向)は沈降傾向が認められる※。

○一方で，Suito(2018)による当該地震以降6.5年間の累積変位分布によれば，東北地方においては顕著な東方向の水平変位が生じた
ものの，北海道南部(東北日本弧延長部)は地震に由来すると考えられる顕著な水平変位は観測されていない。

○当該地震以降の鉛直変位については，プレート間の固着効果，余効変動等様々な効果により，総じて隆起傾向である。

一部修正(R5/1/20審査会合)

※Suito(2018)による1997年～2000年間の洞爺カルデラ周辺の隆起傾向に関しては，1993年北海道南西沖地震の余効変動に伴う隆起成分(P450～P451参照)が含まれている可能性があるため，
1993年北海道南西沖地震の影響を取り除いた鉛直変位の傾向を示しているItoh et al.(2019)(P454～P455参照)とは結果が若干異なっているものと考えられる。

地殻変動に関する文献(Suito，2018)(1/4)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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GEONETによる1997年1月から2000年1月までの平均変位速度
(Suito(2018)に加筆)

固定局：福江地点(長崎県)

隆起

沈降
北海道南部拡大図

小樽1

・Suito(2018)によれば，プレート間の固着効果は，東北地方全域で西方への変位，太平洋岸での沈下及び日本海側でのわずかな隆起をもたらすとされている。
・北海道南部(東北日本弧延長部)においては，全体的に西方向に向かう水平変位が認められ，洞爺カルデラ周辺は隆起傾向，支笏カルデラ及び倶多楽・登
別火山群周辺の太平洋側若しくは石狩低地側(東側)は沈降傾向が認められる。

一部修正(R5/1/20審査会合)

倶多楽・登別火山群周辺

支笏カルデラ周辺

洞爺カルデラ周辺

地殻変動に関する文献(Suito，2018)(2/4)

６．２ 巨大噴火の可能性評価



458458

GEONETによる2011年3月東北地方太平洋沖地震以降6.5年間分の地殻変動
(Suito(2018)に加筆)

洞爺カルデラ
周辺

水平変位 上下変動 固定局：福江地点(長崎県)

隆起沈降

北海道南部(東北日本弧延長部)は，
総じて隆起傾向 小樽1

洞爺

虻田

伊達

大滝

登別

小樽1

北海道南部拡大図

50km

10cm

一部修正(R5/1/20審査会合)

倶多楽・登別
火山群周辺

支笏カルデラ
周辺

白老
苫小牧

千歳

恵庭
札幌

蘭越

共和

寿都

地殻変動に関する文献(Suito，2018)(3/4)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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粘弾性緩和による推定変位速度
(Suito(2018)に加筆)

北海道南部

隆起沈降 隆起沈降 隆起沈降

隆起沈降 隆起沈降

1年後 5年後 10年後

30年後 50年後

再掲(R5/1/20審査会合)地殻変動に関する文献(Suito，2018)(4/4)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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2018年北海道胆振東部地震震源域における
GNSS変位量とモデル計算変位量(Kobayashi et al.(2019)に加筆)

支笏湖

白老

苫小牧

恵庭

千歳

○Kobayashi et al.(2019)に基づくと，2018年北海道胆振
東部地震に伴い，支笏カルデラ周りの電子基準点「千歳」，
「恵庭」，「苫小牧」及び「白老」においては東向きの水平変
位が，「苫小牧」においては沈降の変位が生じたと考えられ
る。

【Kobayashi et al.(2019)】
○干渉SAR解析とGNSS解析を基に2018年北海道胆振東部

地震時の地殻変動と断層モデルを推定したKobayashi et
al.(2019)をレビューした。
・Kobayashi et al.(2019)によれば，最大約7cmの隆起及
び最大約4cmの東向きの変動が震源域(石狩東部断層
帯)の東側で広く観測されたとされている。

・支笏カルデラ周りでは，電子基準点「千歳」，「恵庭」，「苫小
牧」及び「白老」において，東向きの水平変位が観測され，
「苫小牧」においては，顕著な沈降も観測されたとされている。

・InSARとGNSSの観測値を基に，深さ15kmに頂部を持つ東
に74°傾斜した逆断層の断層モデルが推定されたとされ
ている。

地殻変動に関する文献(Kobayashi et al.，2019)

６．２ 巨大噴火の可能性評価
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